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金融広報中央委員会が昨年12月に公表した調査論文「行動経済学を応用した消費者詐欺被害
の予防に関する一考察」は、だれもが知っているはずの「振り込め詐欺」などの消費者詐欺

の被害が後を絶たない理由を一歩踏み込んで解き明かした内容です。本誌読者の皆さまにも「『自分はダマサレ
ナイ！！』という自信過剰が、かえって詐欺の手口から自分を無防備にしてしまう」という、この論文のメッセー
ジを確りと受け止めていただき、詐欺の手口や被害にあわないための対応策を意識していただければと思います。

都 道 府 県 金 融 広 報 委 員 会 一 覧
委員会名

北海道金融広報委員会
青森県金融広報委員会
岩手県金融広報委員会
宮城県金融広報委員会
秋田県金融広報委員会
山形県金融広報委員会
福島県金融広報委員会
茨城県金融広報委員会
栃木県金融広報委員会
群馬県金融広報委員会
埼玉県金融広報委員会
千葉県金融広報委員会
東京都金融広報委員会
神奈川県金融広報委員会
山梨県金融広報委員会
長野県金融広報委員会
新潟県金融広報委員会
富山県金融広報委員会
石川県金融広報委員会
福井県金融広報委員会
岐阜県金融広報委員会
静岡県金融広報委員会
愛知県金融広報委員会
三重県金融広報委員会
滋賀県金融広報委員会
京都府金融広報委員会
大阪府金融広報委員会
兵庫県金融広報委員会
奈良県金融広報委員会
和歌山県金融広報委員会
鳥取県金融広報委員会
島根県金融広報委員会
岡山県金融広報委員会
広島県金融広報委員会
山口県金融広報委員会
徳島県金融広報委員会
香川県金融広報委員会
愛媛県金融広報委員会
高知県金融広報委員会
福岡県金融広報委員会
佐賀県金融広報委員会
長崎県金融広報委員会
熊本県金融広報委員会
大分県金融広報委員会
宮崎県金融広報委員会
鹿児島県金融広報委員会
沖縄県金融広報委員会

住  所

札幌市中央区北1条西6-1 -1
青森市長島1-1 -1
盛岡市中央通1-2 -3
仙台市青葉区本町3-8 -1
秋田市大町2-3 -35
山形市松波2-8 -1
福島市本町6-24
水戸市南町2-5 -5
宇都宮市塙田1-1 -20
前橋市大手町1-1 -1
川口市上青木3-12-18 SK IPシティ A1街区2Ｆ
千葉市中央区市場町１-１
中央区日本橋本石町2-1 -1
横浜市神奈川区鶴屋町2-24-2
甲府市中央1-11-31
長野市岡田178-8  
新潟市中央区寄居町344
富山市堤町通り1-2 -26
金沢市香林坊2-3 -28
福井市順化1-3 -3
岐阜市薮田南2-1 -1  岐阜県環境生活部県民生活課内
静岡市葵区金座町26-1
名古屋市中区三の丸3-1 -2
津市栄町1-954 三重県栄町庁舎3階
大津市京町4-1 -1
京都市中京区河原町通二条下ル一之船入町535
大阪市北区中之島2-1 -45
神戸市中央区京町81
奈良市三条本町8番1号 シルキア奈良2階
和歌山市手平2-1 -2  和歌山ビッグ愛8階
鳥取市東町1-220
松江市母衣町55-3
岡山市北区丸の内1-6 -1
広島市中区基町8-17
山口市滝町１-１
徳島市万代町1-1
高松市寿町2-1 -6
松山市三番町4-10-2
高知市本町3-3 -43
福岡市中央区天神4-2 -1
佐賀市天神三丁目2-11 アバンセ3階
長崎市炉粕町32
熊本市中央区水前寺6-18-1
大分市長浜町2-13-20
宮崎市橘通東4-3 -5
鹿児島市鴨池新町10-1
那覇市泉崎1-2 -2

郵便番号

060-0001
030-8570
020-0021
980-8570
010-0921
990-8570
960-8614
310-8639
320-8501
371-8570
333-0844
260-8667
103-8660
221-0835
400-0032
380-0936
951-8622
930-0046
920-8678
910-8532
500-8570
420-8720
460-8501
514-0004
520-8577
604-0924
530-8660
650-0034
630-8122
640-8319
680-8570
690-8553
700-8707
730-0011
753-8501
770-8570
760-0023
790-0003
780-0870
810-0001
840-0815
850-8645
862-8570
870-0023
880-0805
890-8577
900-8570

連絡先

011-241-5314
017-734-9209
019-624-3622
022-211-2523
018-824-7814
023-630-3237
024-521-6355
029-224-2734
028-623-2151
027-226-2273
048-261-0995
043-225-7141
03-3277-3788
050-7506-1128
055-227-2419
026-227-1296
025-223ｰ8414
076-424-4471
076-223-9519
0776-22-4495
058-213-9257
054-273-4112
052-954-6603
059-246-9002
077-528-3412
075-212-5193
06-6206-7748
078-334-1129
0742-33-5454
073-426-0298
0857-26-7160
0852-32-1509
086-227-5128
082-227-4268
083-933-2608
088-621-2258
087-825-1104
089-933-6308
088-822-0114
092-725-5518
0952-25-7059
095-820-6112
096-383-2323
097-533-9116
0985-23-6241
099-286-2544
098-866-2187

編集後記

※本誌は全国の金融広報委員会でお配りしています。個人の方の定期購読は行っておりませんのでご了承ください。
※なお、既刊号全号をPDFファイル形式で「知るぽると」ウェブサイト上に掲載していますのでご利用ください。
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